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 本号の主なニュース  

  1. 第３回今後の繊維・ファッション産業のあり方に関する研究会の開催  

2. 平成２２年度需要開拓事業（海外展）等の募集案内 

3．雇用保険法等の一部を改正する法律の公布と、雇用保険制度の見直し 

4．改正労働基準法の施行 

5．下請業者への配慮等について 

 
◇第３回今後の繊維・ファッション産業のあり方に関する研究会の開催◇ 

 

第３回今後の繊維・ファッション産業のあり方に関する研究会が３月２３日（火）経

済産業省本会１７階会議室で開催された。 

研究会では、第２回研究会での検討内容が確認された後、３つのワーキンググループ

（①海外市場開拓 WG、②ファッション政策の検討 WG、③素材・技術市場化促進 WG）の

WG長からそれぞれ検討結果等についての報告が行われ、引き続き研究会報告書の最終取

りまとめに向けた骨子（案）についての検討が加えられた。 

報告書（案）の骨子は、Ⅰ．繊維・ファッション産業の現状と課題、Ⅱ．繊維・ファ

ッション産業の目指すべき姿、Ⅲ．国の対応・支援の在り方、の３本で構成されている。 

本会から参画している西理事長は、組合の立場・産地代表の立場から、①産業構造が

変わる中でこれまで日本の産地を支え、現在も支え、これからも支えていく産地組合並

びに中小繊維企業を引き続き応援してもらいたい、②日本の着物産業に関する言及が全

くないので考慮してもらいたい、と 強く要望した。 

最後に下村座長から、本会の資料を含め意見のある方は３月末までに提出し、これを

踏まえて座長、福座長、事務局でまとめていくことが了解されて閉会した。 

（研究会並びに各ＷＧの議事要旨等は、経済産業省のＨＰに掲載されている。） 

当会のホームページから「今後の繊維・ファッション産業のあり方(案)」を 

ダウンロードできますのでご利用ください。 

http://www.kinujinsen.com/�
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◇関税法及び関税暫定措置法の一部を改正する法律の公布と施行◇ 

「関税法及び関税暫定措置法の一部を改正する法律」（平成２２年３月３１日 法律

第１３号）が３月３１日に公布され、４月１日から施行された。 

 主な内容は次のとおり 

(1)暫定関税率等の適用期限の延長等 

平成２２年３月３１日に適用期限が到来する暫定税率並びに農産物に係る特別

緊急関税制度及び牛肉又は豚等に係る関税の緊急措置について、これらの適用期

限を一年延長する等所要の改正が行われた。 

(2)水際取締り強化等ための罰則水準の見直し 

輸出してはならない貨物を輸出する罪、輸入してはならない貨物を輸入する罪、

関税を免れる等の罪に係る罰則等の水準が引き上げられた。 

(3)認定事業者（ＡEO）の整備 

保税蔵置場の許可の特例を受ける必要がなくなった旨の届出、及び認定通関業者

の認定を受けている必要がなくなった旨の届出に係る規定が整備された。 他 

また、関税割当制度に関する政令の一部改正により、繭・生糸に係る平成２２年度

の関税割当数量は９６５トン（生糸換算で約１６，０８０俵）になった。（平成２２

年３月８日連合会発第１１号、平成２２年４月１日農林水産省 関税割当公表第３９

号の２ 参考） 

なお、関税暫定措置法第８条に基づく特恵関税制度について、化合繊(長)織物や絹

製ネクタイ（含ﾈｸﾀｲ地）等に係る特恵割当限度額は昨年度割当限度額の３％増で告示

された。（財務省告示第１１７号） 

 

◇平成２２年度需要開拓事業（海外展）等の募集案内◇ 

本会の平成２２年度需要開拓事業（海外展）は、昨年度に引き続き本年７月１３～

１５日にニューヨークのジャビッツ・コンベンションセンターで開催される「テック

スワールド ＵＳＡ ２０１０（主催者：メッセフランクフルト ＵＳＡ）」と、本年

９月１３～１６日にパリのル・ブルジェ見本市会場で開催される「テックスワールド 

パリ ２０１０（主催者：メッセフランクフルト フランスＳＡＳ）」に出展して輸

出振興を図っていくこととし、会員組合に参加募集の案内をおこなった。（日絹工業

会４月６日付 第２８号） 

また、今秋１０月７日～９日に東京・ビッグサイトで開催される「ＪＦＷジャパン

クリエーション２０１1」についても、本会がブースを購入して会員組合・企業の需

要振興を支援していくこととなった。 
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◇雇用保険法等の一部を改正する法律の公布と、雇用保険制度の見直し◇ 

 

「雇用保険法等の一部を改正する法律」（平成２２年３月３１日 法律第１５号）が３

月３１日に成立し、４月１日から施行された。改正法は、現下の厳しい雇用情勢を踏

まえ、非正規労働者に対するセーフティーネット機能の強化や雇用保険の財政基盤の

強化等を図るために拡充されたもので、このうち、雇用保険法の一部改正関係では、

(1)非正規労働者の雇用保険の適用範囲の拡大、(2)雇用保険料率の変更、(3)雇用保険

に未加入者の遡及適用期間の改善(今後施行予定)が措置される。 

雇用調整助成金制度については、昨年度の改正で①被保険者（従業者）を解雇せず、

かつ雇用を維持する中小企業事業主に対して助成率を４/５から９/10 に引き上げる、

②残業削減雇用維持奨励金を導入する等、ワークシェア促進のための雇用調整助成金

の拡充や雇用保険の枠組みから外れた失業者を救うセーフティーネットを創設する等

の拡充策が図られている。 

 

◇改正労働基準法の施行◇ 

長時間労働を抑制し、労働者の健康確保や、仕事と生活の調和を図ることを目的と

する「労働基準法の一部を改正する法律」（平成２０年法律第８９号）は本年４月１

日から施行される。改正の主なポイントは以下の３点である。 

１．時間外労働の割増賃金 

・月６０時間を超す残業に対する賃金の割増率の２５％から５０％への引上げ 

＊大企業は義務付けられるが、中小企業は法施行の３年経過後に改めて適用を検

討することになっている。 

  ・割増賃金の支払に代えた有給の休暇の仕組み導入 

＊引上げ分（２５％から５０％に引き上げた差の２５％分）に代えて、有休の休

暇を付与することができる。（労使協定の締結が必要） 

２．労使に割増賃金引上げ等の努力義務 

・限度時間（１か月４５時間）を超える時間外労働を行う場合には時間外労働に対

する割増賃金率等を定めることができる。(労働協定の締結の必要) 

３．年次有給休暇の時間単位での取得可能 

・今まで日単位で取得していた有給休暇が、１年に５日分を限度として時間単位で

取得することができる。（労使協定の締結が必要） 

 

◇ 下請業者への配慮等について◇ 

公正取引委員会及び中小企業庁は、下請法違反行為への厳正な対処、親事業者等に対
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する下請法の普及啓発、相談体制の拡充等の対策を実施しています。 

公正取引委員会においては過去に違反行為が多くみられた業種等について実地調査の割

合を増やすとともに、中小企業庁においては下請法違反を繰り返した親事業者等に対し直接

改善を指導するなど、違反行為に対する指導・監視を強化しております。 

つきましては、貴組合傘下の親事業者に対し幅広く周知し、遵守するようお願いします。 

なお、この内容については中小企業庁ホームページ(本会のホームページからもリンク可) 

に掲載されていますのでご覧ください。 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2010/100311ShitaukeTsuutatsu.htm 

記 

  Ⅰ.下請事業者への配慮等について 

弱い立場に置かれている下請事業者が自ら親事業者に対し改善を申し入れることは

困難な場合が多いため、政府としては、親事業者に下請法の規制の趣旨や内容につい

て、理解を深め、下請法の遵守の周知徹底を図るものです。  

① 下請中小企業振興法第３条に基づく振興基準(別紙) 

② 親事業者の遵守すべき事項(別紙１) 

③ 相談窓口(代表) 

○公正取引委員会事務総局 

経済取引局 取引部 企業取引課 

千代田区霞が関１－１－１ 中央合同庁舎第６号館Ｂ棟 

03-3581-3375(直) 

    ○中小企業庁事業環境部取引課 

千代田区霞が関１－３－１ 

03-3501-1669(直) 

    ○その他 

公正取引委員会各地方事務所下請課及び 

経済産業局事業環境部取引課にお問い合わせください。 

 (別紙) 

下請中小企業振興法第３条に基づく振興基準 

前文 

下請中小企業は、我が国産業の多くの分野において広汎に存在し、国民経済の重要な担い手

として我が国経済の著しい発展を支えてきたが、近年の環境変化の中で、さらなる対応を求められ

ている。 

まず、近年の経済のサービス化に伴い、サービス業等の役務委託取引においても下請分業関

係の発達が見られており、サービス業等の下請中小企業の経営基盤強化が必要である。 
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ついで、下請中小企業を取り巻く環境として、国内面をみると消費者ニーズの多様化・高度化、

商品のライフサイクルの短命化、技術革新、情報化の進展の中で、下請中小企業に対する要請も

品質、性能、コスト等あらゆる面で多様化、高度化しており、下請事業者としてもこれに適切に対応

していかなければならなくなっている。 

また、国外との関係に目を向けると、特に製造業をはじめとして、国際化の進展に伴い親企業

の海外進出、海外との競争が進むことにより、下請中小企業を取り巻く環境は一層厳しくなってお

り、こうした状況に対処するために、また、東アジア地域の発展等により我が国企業の従来の比較

優位が失われつつある中で、親企業と下請中小企業双方が共存し競争力を維持し発展していくた

めにも、親事業者、下請事業者ともに高度化する需要側の要請への対応や新たな需要の創出が

重要となっている。 

他方、人材・労働力確保という面については、依然として下請中小企業にとって、経営上の大き

な問題である。 

特に、一般的に「働き手」とされる生産年齢人口（１５～６４歳人口）は今後減少していくと考えら

れること、近年の国民の豊かさ指向の強まりを背景として労働者の勤労に関する意識の変化が見

られること等から下請中小企業が今後とも労働力を確保していくことは依然として容易ではない状

況にある。こうした中で、下請中小企業がその経営を存続するため、円滑に人材・労働力確保を行

っていくためには、労働時間短縮を始めとする労働条件の改善や職場環境改善、福利厚生施設

の整備等、さらには、情報化や技術の向上への積極的対応等による企業イメージの向上等を通じ

た魅力ある職場づくりが必要となっている。 

下請中小企業としては、このような環境の変化及び自らの実情を十分認識し、 

① 親事業者にとって不可欠の企業となる 

② 親事業者を複数化・多角化する 

③ 製品、情報成果物及び役務（以下「製品等」という｡）の自社開発により独立化をめざす等多様

な対応を図っていく必要があるが、いずれの場合にしても技術力の向上を中心とした体質改善、

経営基盤の強化が不可欠であり、そのための一層の自助努力が必要である。 

また、下請中小企業には、独自の技術力やノウハウを有すること等により、親企業と対等なパ

ートナーシップを確立しているものもあるものの、その事業活動が親企業の発注の在り方に左右さ

れやすい面があることから、下請中小企業が体質改善、経営基盤の強化や労働時間の短縮等 

を図っていくためには、発注方式等の面における親企業の協力が必要である。 

親企業としても、下請中小企業の存在なくしては、より付加価値の高い製品・サービスを生み出

していくことが困難であり、自らの発展もあり得ないという点を十分認識し、親企業としての立場を

利用して下請中小企業に不当な取引条件を押し付けることなく、下請中小企業の体質改善、経営

基盤の強化に対しその自主性を尊重しつつ積極的な協力を行うとともに、納期、納入頻度等にお

ける配慮等下請中小企業の労働時間短縮のための発注方式の改善等の協力を行うことが必要で

ある。さらに、自らの努力により自主的に事業を運営し得る有能な企業に脱皮し、自立化や魅力あ

る職場づくりを行っていこうとする下請中小企業に対しては、その努力を阻害することなく、必要に
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応じこれに対する支援を行うことが望まれる。 

今後とも我が国経済が健全な発展を遂げ、同時に豊かな国民生活を実現していくためには、我

が国経済に広範に広がる下請分業システムにおける不公正、不透明な取引を排除するとともに、

親企業と下請中小企業とが相互の理解と信頼の下に協力関係を築き、共存共栄を図っていくこと

が必要である。 

この基準は、このような観点から、下請事業者に対して努力の方向を示すとともに、これに対し

て親事業者がどのような協力を行うべきかを示すことにより、下請中小企業の振興を図ろうとする

ものである。 

第１   下請事業者の生産性の向上及び製品若しくは情報成果物の品質若しくは性能又

は役務の品質の改善に関する事項 

１） 下請事業者の努力 

今後、生産年齢人口が減少していくと考えられ、また、近年の国民の豊かさ指向の強まりを背景

として労働者の勤労に関する意識の変化が見られる中で、下請事業者が円滑に人材・労働力の

確保を図るためには、労働時間の短縮を始めとする労働条件の改善等魅力ある職場づくりに努め

ていくことが必要である。 

また、下請事業者に対する技術の向上等の要請に対応した一層の設備投資、技術開発を実施

するため、また、経済の国際化の一層の進展に適切に対応するため、その経営基盤の強化を図る

ことも必要である。 

下請事業者は、このような課題を達成することができるよう、生産性の向上に努めるとともに、高

度化する下請中小企業に対する親企業の要求に応え、製品若しくは情報成果物の品質若しくは性

能又は役務の品質（以下「製品の品質等」という｡）の向上に努めることが必要である。 

２） 親事業者の協力 

親事業者は、下請事業者が生産性の向上又は製品の品質等の改善のための措置を円滑に

進め得るよう、必要な協力をするよう努めるものとする。 

 

第２ 親事業者の発注分野の明確化及び発注方法の改善に関する事項 

１） 発注分野の明確化 

（１）親事業者は、下請事業者が長期的な需要見通しの下にその生産、投資、技術開発等につい

て長期的な経営方針を樹立し得るよう、相当期間における親事業者の下請事業者に対する発

注分野（下請事業者に対して何を発注し、親事業者自らがどのような物品を製造、修理し、どの

ような情報成果物を作成し又はどのような役務を提供するのかの区分をいう。以下同じ｡）を極

力具体的に定め、これを親事業者との取引関係を有する下請事業者に明示するものとする。 

なお、提示期間（発注分野が示される相当期間をいう。以下同じ｡）中において下請事業者に

対する発注分野を変更することが予定される場合には、その内容を併せて示すものとする。 

（２）親事業者は、提示期間中における下請事業者に対する発注は、前号の規定により明示した発

注分野に沿ってこれを行うものとする。 
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（３）第１号の規定により明示した発注分野は、当該提示期間中においてはこれを変更しないもの

とする。 

技術革新により親事業者が発注を必要としなくなる場合その他これに類するやむを得ない理

由により、発注分野を変更しようとするときは、その変更を行う時より相当期間前に、下請事業者

に対し、当該変更の内容を明示するものとする。 

（４）親事業者は、下請事業者に対する発注分野を変更するときは、当該変更に係る発注を受ける

下請事業者に対し、他の種類の発注、技術指導等を実施する等その経営に著しい影響を及ぼ

さないよう十分に配慮するものとする。 

（５）下請事業者は、親事業者から要請のあった場合には、第１号の規定により明示された発注分

野に係る秘密を守るものとする。 

２） 長期発注計画の提示及び発注契約の長期化 

（１）親事業者は、継続的な取引関係を有する下請事業者に対し、下請事業者が安定的かつ合理

的な生産を行い得るよう、相当期間にわたる長期発注計画を提示するものとする。 

（２）親事業者は、長期発注計画の期間の長期化に努めるものとする。 

（３）親事業者は、下請事業者に対する具体的発注は、第１号の規定により提示した長期発注計画

に沿ってこれを行うよう努めるものとする。 

（４）親事業者は、下請事業者に対する発注量を大幅に変動させないよう配慮するものとし、特に、

発注量を親事業者の生産量の変動の程度以上に変動させないよう努めるものとする。 

（５）親事業者は、具体的発注についての契約を締結する場合には、できる限りその期間を長期化

するよう努めるものとする。 

（６）下請事業者は、親事業者から要請のあった場合には、第１号の規定により提示された長期発

注計画に係る秘密を守るものとする。 

３） 発注の安定化等 

（１）親事業者は、下請事業者が合理的な生産を行い得るよう、下請事業者に対する発注に係る物

品、情報成果物及び役務（以下「物品等」という｡）の種類等の安定化及び発注量の平準化に努

めるものとする。 

また、将来の発注計画についての事前の情報提供及び事前情報の精度の向上、あるいは一

定の在庫の保有等による事前情報と確定発注の乖離の縮小化等を通じて下請中小企業の計

画的生産、生産平準化に協力するものとする。 

（２）親事業者は、下請事業者が合理的な生産を行い得るよう、下請事業者に対する発注に係る物

品等について、標準化及び規格の整理統合を推進するものとする。 

４） 納期、納入頻度の適正化等 

（１）納期、納入頻度は、下請事業者の受注状況、設備及び技術の能力等を勘案して、下請事業者

にとって無理がなく、かつ、下請中小企業の労働時間の短縮が可能となるよう、下請事業者及

び親事業者が協議して決定するものとする。また、親事業者は、下請中小企業の労働時間短縮

の妨げとなる週末発注・週初納入、終業後発注・翌朝納入、発注内容の変更等について、抑制
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を図るものとするとともに、あらかじめ指定した納入日以前の納入（指定納入日前納入）に応じ

る等の措置を通じて、下請中小企業の納入事務の軽減等に協力するものとする。 

（２）親事業者は、発注後における発注内容の変更、支給材（親事業者から支給される原材料、半

製品、部品、資材等をいう。以下同じ｡）の支給の遅延等により、前号の規定により定めた納期

が下請事業者にとって無理なものとなった場合には、その納期を変更する等、下請事業者の不

利益にならないよう十分に配慮するものとする。 

５） 発注の手続事務の円滑化等 

親事業者は、下請事業者に対する発注の手続事務及び支給材の支給、設備、器具等（以下

「設備等」という｡）の貸与等に関する手続事務の円滑化、明確化に努めるものとする。また、親

事業者は、下請中小企業の労働時間の短縮のため、下請事業者の要請に応じて、生産・配送

システムの見直し等の取組を共同して行うものとする。 

６） 設計・仕様書等の明確化による発注内容の明確化 

（１）親事業者は、不当なやり直しが生じないよう、発注に際して下請事業者に対して示すべき設計

図、仕様書等の内容を明確化することにより、発注内容を明確にすることに努めるものとする。 

（２）親事業者は、既に発注した物品等に係る設計、仕様等を変更しようとするときは下請事業者に

損失を与えることとならないよう十分に配慮するものとする。 

７） 取引停止の予告 

親事業者は、継続的な取引関係を有する下請事業者との取引を停止し、又は大幅に取引を

減少しようとする場合には、下請事業者の経営に著しい影響を与えないよう配慮し、相当の猶予

期間をもって予告するものとする。 

第３ 下請事業者の施設又は設備の導入、技術の向上及び事業の共同化に関する事項 

１） 施設又は設備の導入 

（１）下請事業者は、生産性の向上及び製品の品質等の向上、従業者の労働時間短縮、高齢者等

の有効活用等を図るため、その行う物品の製造等の技術的特性、数量等の実態に即して、高

性能設備、専用設備、省力化設備、省エネルギ－設備、作業軽減のための設備等の導入に努

めるとともに、設備間及び工程間の有機的な関連の確保という観点から、設備の配置及び種類

について検討を行い、その改善に努めるものとする。 

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の施設又は設備の導入に際し、発注品

目、発注量等の変更、設備の選定、配置、その効率的利用方法等に関する指導を実施する等

の協力を行うものとする。 

２） 技術の向上 

（１）下請事業者は、研究開発体制の整備、拡充により、従来の製品等の改良、新しい製品等の開

発、新材料の開発利用等に努めるとともに、これらに必要な設計技術の向上を図るものとする。 

（２）下請事業者は、製品等の不良発生原因の追及、合理的工程の検討、作業標準の設定、内部

検査基準の設定、検査設備及び検査体制の拡充等により、品質管理技術等の向上に努めるも

のとする。 
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（３）下請事業者は、従業員の研修及び職業訓練の実施等により、現場作業技術の向上に努める

ものとする。 

（４）下請事業者は、その行う製造の特性等に応じ、専門化技術及び量産化技術又は多品種少量

生産技術等の高度な技術の取得に努めるものとする。 

（５）下請事業者は、省エネルギー技術、公害防止技術及び安全衛生技術等の取得に努めるもの

とする。 

（６）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の技術の向上について、技術指導員の

派遣、講習会の開催、下請事業者の従業員の研修の受入れを実施する等の協力を行うものと

する。 

（７）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の技術開発に協力するとともに、可能な

範囲内において、自己の所有する知的財産を提供するものとする。 

また、親事業者は、自らの技術指導や研究者派遣等の協力により、下請事業者が開発した

技術の実施及びその成果の帰属につき下請事業者の適正な利益に十分配慮するものとする。 

この考えを踏まえ、親事業者、下請事業者の双方が寄与した技術・ノウハウ等の帰属につい

ては、両者の知的貢献度を十分踏まえた上で、契約書において明確化するよう努めるとともに、

取引において相手方の技術・ノウハウ等を知り得る場合は、機密保持契約を締結し、また、対価

の考え方を正当に定め明確化するよう努めるものとする。 

３） 経営管理等の改善 

（１）下請事業者は、長期経営方針、利益計画、資金計画、設備計画、生産計画等の経営計画の

作成、価値分析の実施、計数管理方式の導入等その経営の実態に即した効果的な経営管理手

法の採用により、経営管理の改善に努めるものとする。また、労働力需給の中長期的動向を踏

まえ、労働力の確保を図るために必要な労働時間の短縮、職場環境の改善等人事・労務管理

の改善に努めるものとする。 

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の経営管理及び人事・労務管理の改善

について、講習会、研究会を開催する等の協力を行うものとする。 

４） 事業の共同化 

（１）下請事業者は、その業種、業態等の実態に応じて、量産化、専門化、付加価値の増大、施設

又は設備の導入、研究開発の効率化、販売力の強化、原材料等の購買の合理化、情報収集の

効率化、人材・労働力確保の円滑化、福利厚生施設の整備、海外進出の円滑化等を効果的に

推進するため、他事業者との共同化を積極的に実施するものとする。 

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じて、発注品目、発注量等の変更、発注方法の整備、技

術指導、経営指導を実施する等、下請事業者の共同化を進めやすくするよう適切な措置を講ず

るものとする。 

５） 情報化への積極的対応 

（１）下請事業者は、管理能力の向上、受注から給付の提供に至るまでの事務量軽減、事務の迅

速化等を効率的に推進するため、情報関連機器の積極的導入に努めるとともに、電子受発注
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等に対しても、その効果等を十分検討の上基本的にはこれに積極的に対応していくことが必要

である。 

（２）親事業者は、下請事業者が情報化の進展に円滑に対応することができるよう、下請事業者の

要請に応じ、管理能力の向上についての指導、標準的なコンピュータ又はソフトウェアの提供、

データベースの提供、オペレータの研修、コンピュータ、ソフトウェア等に係る費用負担軽減のた

めの援助等の協力を行うものとする。 

（３）親事業者は、下請事業者に対し電子受発注等を行う場合には次の事項に配慮するものとす

る。 

① 電子受発注等を行うこととするかどうかの決定にあたっては、下請事業者の自主的判断を十 

尊重することとし、これに応じないことを理由として、不当に取引の条件又は実施について不利な 

取扱いをしないこと。 

② 下請事業者に対し、正当な理由なく、自己の指定するコンピュータその他の機器又はソフトウェ

ア等の購入又は使用を求めないこと。 

③ 下請事業者に対する電子受発注等に係る指導等の際、併せてその経営、財務等の情報を把

握すること等により、その経営の自主性を侵さないこと。 

④  自己が負担すべき費用を下請事業者に負担させないこと。 

⑤ 下請事業者が電子受発注等に円滑に対応することができるよう、長期発注計画の提示、発注

の安定化及び納期の適正化には特に留意すること。 

⑥下請事業者が不測の不利益を被ることがないよう、両事業者間の費用分担、取引条件等につ

いて、事前に基本契約書又はこれに準ずる文書により明確に定めておくこと。 

⑦ その他政府により定められている電子受発注等についての指針を遵守すること。 

第４ 対価の決定の方法、納品の検査の方法その他取引条件の改善に関する事項 

１） 対価の決定の方法の改善 

（１）取引対価は、取引数量、納期の長短、納入頻度の多寡、代金の支払方法、品質、材料費、労

務費、運送費、在庫保有費等諸経費、市価の動向等の要素を考慮した、合理的な算定方式に

基づき、下請中小企業の適正な利益を含み、労働時間短縮等労働条件の改善が可能となるよ

う、下請事業者及び親事業者が協議して決定するものとする。 

その際、取引の対象となる物品等に係る特許権、著作権等知的財産権の帰属及び二次利用

に対する対価並びに当該物品等の製造等を行う過程で生じた財産的価値を有する物品等や技

術に係る知的財産権の帰属及び二次利用に対する対価についても十分考慮するものとする。 

（２）前号の協議は、下請事業者が作成する見積書に基づき継続的な発注に係る物品等について

は少なくとも定期的に、その他の物品等については発注の都度行うものとする。 

また、材料費の大幅な変更等経済情勢の変化や発注内容の変更に応じ、対価について随時

再協議を行うものとする。 

さらにこれらの協議の記録については両事業者において保存するものとする。 

２） 納品の検査の方法の改善 
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（１）親事業者が下請事業者に対し発注をしようとする場合には、下請事業者及び親事業者は、納

品（役務の提供を含む給付の提供をいう。以下同じ｡）の検査の実施方法、実施時期、当該発注

に係る物品等の適正な検査基準、検査の結果不合格となった物品等の取扱い及び納品の過不

足の場合の処理の方法を、あらかじめ、協議して定めるものとする。 

（２）親事業者は、納品の検査は、前号の規定により定めた検査の実施方法及び検査基準に基づ

き、当該納入後、速やかに、これを行うものとする。 

３） 支給材の支給及び設備等の貸与の方法の改善 

（１）親事業者が下請事業者に対し支給材を支給しようとする場合又は設備等を貸与しようとする

場合には、下請事業者及び親事業者は、支給材又は設備等の保管の方法及び瑕疵ある場合

の取扱い、支給材の所要量の算定方法及び残材の処理の方法、支給又は貸与の時期並びに

対価の決定方法その他支給又は貸与について必要な規定を、あらかじめ、協議して定めるもの

とする。 

（２）親事業者は、下請事業者に対する支給材の支給又は設備等の貸与は、前号により定めた規

定に基づき、これを行うものとする。 

４） 下請代金の支払方法の改善 

（１）親事業者は、下請代金の支払は、発注に係る物品等の受領後、できる限り速やかに、これを

行うものとする。また、下請代金はできる限り現金で支払うものとし、少なくとも賃金に相当する

金額については、全額を現金で支払うものとする。 

（２）親事業者は、下請代金を手形で支払う場合には、手形期間の短期化に努めるものとし、親事

業者が政府により標準手形期間が定められている業種に属するものであるときは、少なくとも当

該手形期間を超えないものとする。 

（３）親事業者は、下請代金の支払方法として一括決済方式（親事業者、下請事業者及び金融機

関の間の約定に基づき、下請事業者が下請代金の全部又は一部に相当する下請代金債権を

担保とし又は譲渡して金融機関から当該下請代金の額に相当する金銭の貸付け又は支払を受

けることができることとし、親事業者が当該下請代金債権の額に相当する金銭を当該金融機関

に支払うこととする方式をいう。以下同じ｡） 

を用いる場合には、次の事項に配慮するものとする。 

①  一括決済方式への加入及び脱退は下請事業者の自主的判断を十分尊重すること。 

②  一括決済方式に加入した下請事業者に対し、支払条件を従来に比して実質的に不利となる

よう変更しないこと及び一括決済方式に変更することによって生じる費用を負担させないこと。

また、加入しない下請事業者に対し、これを理由として不当に取引の条件又は実施について

不利な取扱いをしないこと。 

③  その他政府により定められている一括決済方式についての指針を遵守すること。 

第５ 下請事業者の連携の推進に関する事項 

（１）下請事業者は、施設又は設備の導入、技術の向上、経営の合理化、事業の共同化等をグル

ープとして効率的に推進するため、及び親事業者と下請事業者との円滑な関係を確立するため、
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事業協同組合による組織化等の連携を積極的に進めるものとする。 

（２）下請事業協同組合等下請事業者の連携による団体（以下「下請団体」という｡） 

は、自主的かつ積極的に活動するものとする。 

（３）下請団体は、下請事業者の連携をより効果的なものとするため、他の下請団体との連携を図

るものとする。このため、下請団体相互の連合組織の拡大強化に努める 

ものとする。 

（４）親事業者は、下請事業者の連携に協力し、その育成に努めるものとする。 

また、親事業者は、下請団体の自主的な運営を阻害してはならないものとする。 

（５）親事業者と下請団体は、発注分野の明確化、発注方法の改善、取引条件の改善その他の適

正な取引慣行の樹立その他親事業者と下請事業者との間の円滑な関係の推進を図るため、定

期的な協議を行うよう努めるとともに、必要に応じ、随時、協議を行うものとする。 

第６ その他下請中小企業の振興のため必要な事項 

１） 一般的留意事項 

（１）下請事業者の自主性の尊重 

親事業者は、下請事業者との取引、下請事業者に対する指導等に際し、下請事業者の自主性

を尊重するよう留意するものとする。特に、下請事業者の取引先の開拓、変更等について不当

に干渉してはならないものとする。 

（２）下請関係円滑化のための親事業者の体制の整備 

親事業者は、下請事業者との取引、下請事業者に関する指導その他下請事業者との関係全般

について、下請事業者が容易に親事業者との連絡協議を図ることができ、その連絡協議に対し、

親事業者としての責任ある処理をなし得るよう、親事業者内の体制の整備に努めるものとする。 

また、親事業者は、その外注担当者が、下請取引を行う上で必要な関係法令等に対する理

解を深めるよう努めるものとする。 

（３）基本契約の締結 

下請事業者及び親事業者は、継続的取引に関しては、その取引に関する基本的な事項を定め

た契約を締結し、当該契約に基づき、取引を行うものとする。 

（４）国等の他の施策との関連 

① 下請事業者及び親事業者は、試験研究機関等による技術指導、技術情報の提供等国又は地

方公共団体による施策を積極的に活用するものとする。 

② 下請事業者は、その属する業種について、中小企業経営革新支援法による業種別の経営基

盤強化計画等が定められている場合には、当該計画に定める事項を達成するよう努めるもの

とし、親事業者は、これに協力するものとする。 

③  親事業者は、下請企業振興協会による下請取引のあっせんに対する協力等を通じ、下請事

業者の仕事量の確保に努めるものとする。 

④ 複数の取引先を有する下請中小企業にとって、取引先の休日の不一致は、休日取得の妨げ

となることから、下請中小企業の労働時間短縮を推進するため、親事業者は休日カレンダー
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の作成等により、業種や地域の特性を踏まえつつ、その事業所間、あるいは親企業相互の休

日の調整を進めていくものとする。 

⑤ 下請事業者及び親事業者は、本基準の遵守その他事業の運営にあたり、省エネルギー対策、

公害の防止、リサイクル、地球温暖化防止等の環境保全対策及び労働基準・安全衛生の確保

その他国の施策との関連に十分に配慮するものとする。 

（５）本基準遵守のための下請事業者との協力関係等 

① 下請事業者、下請団体、親事業者及び親事業者を主たる構成員とする団体（以下「親事業者

団体」という｡）は、互いに意思の十分な疎通を図りつつ、本基準の円滑な実施に努めるものとす

る。 

② 下請事業者、下請団体、親事業者及び親事業者団体は、それぞれ、本基準の実施に関して、

都道府県、各省庁の地方支分部局及び各省庁並びに下請企業振興協会の指導、助言等を積

極的に活用するとともに、これらの機関からの指導、助言に十分に協力するものとする。 

（６）売掛債権の譲渡承諾 

親事業者は、下請事業者が売掛債権を担保等として資金を調達できるよう、売掛債権の譲渡の

承諾に適切に努めるものとする。 

（７）知的財産の取扱いについて 

① 下請事業者は、自己の所有する知的財産について、特許権、著作権等権利の取得、機密保持

契約による営業秘密化等により、管理保護に努めるものとする。 

② 下請事業者及び親事業者は、特許権、著作権等知的財産権や、営業秘密等知的財産の取扱

いに関して、契約書の締結及び契約内容の明確化に努めるものとする。 

③ 親事業者は、契約上知り得た下請事業者の特許権、著作権等知的財産権や営業秘密等の知

的財産の取扱いに関して、下請事業者に損失を与えることのないよう、十分な配慮を行うものと

する。 

２） 最近の経済環境の変化に伴う留意点 

（１）国際化の進展に伴う留意点 

① 下請事業者は次の事項に留意するものとする。 

イ．下請事業者は、親事業者の海外進出の進展等の動きを踏まえ、その技術力、経営基盤等

の強化に努め、自ら取引の可能性の幅を拡大するよう努めること。 

ロ．下請事業者は、自ら海外進出を行う場合には、十分な事前準備を行うほか、共同化を図る

などにより、その円滑な実施に努めること。 

② 親事業者は次の事項に配慮するものとする。 

イ．親事業者は、海外進出等に際しては、その計画について下請事業者に必要な情報を逐次提

供しつつ、製品等の多角化、新規親事業者の開拓等下請事業者が対応を図ることに対し、下

請事業者の要請に応じ積極的支援を行うこと。 

ロ．下請事業者に対し、海外進出を要請する場合には、下請事業者の自主的判断を十分尊重

するとともに、親事業者としての立場を利用して海外進出を強制し又は要請に応じないことを



 １４ 

理由として不当に取引の条件又は実施について不利な取扱いをしないこと。 

ハ．下請事業者が親事業者とともに海外進出を行う場合には、親事業者は下請事業者に対し現

地の労働面、市場面その他の面の事情について、十分な情報提供、指導その他必要な協力

を行うこと。 

（２）親事業者の事業再編の進展に伴う留意点 

① 下請事業者は親事業者の事業所の集約化等に伴う移転、閉鎖、内製化等（以下「工場移転

等」という｡）の事業再編の動きを踏まえ、その技術力、経営基盤等の強化に努め、自らの取引

の可能性の幅を拡大するよう努めるものとする。 

② 親事業者は、工場移転等に際してはその計画について下請事業者に必要な情報を逐次提供

しつつ、製品等の多角化、新規親事業者の開拓等下請事業者が対応を図ることに対し、下請事

業者の要請に応じ積極的支援を行うものとする。 

（３）経済情勢の急激な変化に伴う下請事業者への配慮短期間における経済情勢の急激な変化に

より、親事業者が影響を受ける場合には、その影響は極力親事業者自身が吸収するとともに、

下請事業者に不当に転嫁しないよう努めるものとする。 

附則 

１．この基準は、平成１５年１１月１日から適用する。 

２．平成３年２月８日付け３企庁第１０８号は廃止する。 

（別紙１）  

親事業者の遵守すべき事項  

下請取引を行うに当たって、親事業者は、下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」という。）に

従い、下記事項を遵守しなければならない。  

記  

１ 親事業者の義務  

(1) 書面（注文書）の交付及び書類の作成・保存義務  

・ 下請事業者に物品の製造や修理、情報成果物の作成又は役務提供を委託する場合、直

ちに注文の内容、下請代金の額、支払期日、支払方法等を明記した書面（注文書）を下

請事業者に交付すること。（下請法第３条）  

・ 注文の内容、物品等の受領日、下請代金の額、支払日等を記載した書類を作成し、これ

を２年間保存すること。（下請法第５条）  

(2) 下請代金の支払期日を定める義務及び遅延利息の支払義務  

・ 下請代金の支払期日は、親事業者が下請事業者から物品等を受領した日から６０日以内

において、かつ、できる限り短い期間内に定めること。（下請法第２条の２）  

・ 支払期日までに下請代金を支払わなかったときは、下請事業者から物品等を受領した日

から起算して６０日を経過した日から支払をするまでの期間について、その日数に応じ、

未払金額に年率１４．６パーセントを乗じた額を遅延利息として支払うこと。（下請法第４

条の２）  
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２ 親事業者の禁止行為  

親事業者は次の行為をしてはならない。  

(1) 受領拒否の禁止  

・ 納品された物品等が注文どおりでなかった場合等を除いて、注文した物品等の受領を拒

むこと。（下請法第４条第１項第１号）  

(2) 下請代金の支払遅延の禁止  

・ 支払期日の経過後なお下請代金を支払わないこと、すなわち下請代金の支払を遅延する

こと。（下請法第４条第１項第２号）  

例えば以下の行為は禁止行為に当たります。 

－ 受け取った物品等の社内検査が済んでいないことや社内の事務処理の遅れを理由

に下請代金の支払を遅延すること。  

(3) 下請代金の減額の禁止  

・ 下請事業者に責任がないのに、発注後に下請代金を減額すること。（下請法第４条第１

項第３号）  

（減額の名目、方法、金額の多少、下請事業者との合意の有無を問わない。）  

例えば以下の行為は禁止行為に当たります。  

－ 単価の引下げ改定について合意した場合に、合意前に既に発注されているものにま

で新単価をそ及適用すること。  

－ 手形払を下請事業者の希望により一時的に現金払にした場合に、その事務手数料と

して、下請代金の額から自社の短期調達金利相当額を超える額を減ずること。  

(4) 返品の禁止  

・ 取引先からのキャンセルや販売の見込み違い等、下請事業者に責任がないのに、下請

事業者から物品等を受領した後、下請事業者にその物品等を引き取らせること。（下請

法第４条第１項第４号）  

(5) 買いたたきの禁止  

・ 同種、類似の委託取引の場合に通常支払われる対価に比べて著しく低い下請代金の額

を不当に定めること。（下請法第４条第１項第５号）  

例えば以下の行為は禁止行為に当たります。  

－ 親事業者の予算単価のみを基準として、一方的に通常の単価より低い単価で下請代

金の額を定めること。  

－ 多量の発注をすることを前提として下請事業者に見積りをさせ、この見積価格を少量

発注する場合に適用すれば通常の対価を大幅に下回ることになるにもかかわらず、

その見積価格の単価を少量の発注しかしない場合の単価として下請代金の額を定め

ること。  

（注）買いたたきの事例等を解説した「ポイント解説 下請法」も御参照ください。  

公正取引委員会又は中小企業庁ホームページからダウンロード可能です。  
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http://www.jftc.go.jp/sitauke/pointkaisetsu.pdf  

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/070713shitaukedaikin_guide.htm  

(6) 物の購入強制・役務の利用強制の禁止  

・ 正当な理由なくして、自社製品、手持余剰材料その他自己の指定する物を下請事業者に

強制して購入させたり、役務を強制して利用させること。（下請法第４条第１項第６号）  

(7) 報復措置の禁止  

・ 下請事業者が親事業者の違反行為について公正取引委員会又は中小企業庁に知らせ

たことを理由として、取引の数量を減じたり、取引を停止するなどの不利益な取扱いをす

ること。（下請法第４条第１項第７号）  

(8) 有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止  

・ 親事業者が原材料等を有償で支給した場合に、この原材料等を用いて下請事業者が製

造又は修理した物品の下請代金の支払期日より早い時期に、この原材料等の代金を支

払わせたり、下請代金から控除すること。（下請法第４条第２項第１号）  

(9) 割引困難な手形の交付の禁止  

・ 下請代金の支払につき、下請代金の支払期日までに一般の金融機関による割引を受け

ることが困難であると認められる手形を交付することにより、下請事業者の利益を不当に

害すること。（下請法第４条第２項第２号）  

手形サイトは、原則として、１２０日以内（繊維業にあっては９０日以内）とすることとさ

れている。（通達：４１公取下第１６９号及び第２３３号、４１企庁第３３９号及び第４６７号）  

(10) 不当な経済上の利益の提供要請の禁止  

・ 下請事業者に対して、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること

により、下請事業者の利益を不当に害すること。（下請法第４条第２項第３号）  

(11) 不当な給付内容の変更・やり直しの禁止  

・ 下請事業者に責任がないのに、発注内容の変更を行い、又は下請事業者から物品等を受領

した後（役務提供委託の場合は役務の提供後）にやり直しをさせることにより、下請事業者の

利益を不当に害すること。（下請法第４条第２項第４号） 
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◇ 経済産業省人事異動 ◇   

○ ４月１日付    新                旧 

          

間宮 淑夫 商務情報政策局             製造産業局繊維課長  

サービス政策課長      

   富吉 賢一 製造産業局繊維課長          愛知県産業労働部長 

 

吉田 頼子 化学物質管理課庶務係長     製造産業局繊維課庶務係長 

 

古屋敷恵美子 製造産業局繊維課庶務係長   化学物質管理課庶務係長 

 

動 向  

３月２３日 経済産業省第３回「今後の繊維・ファッション産業のあり方に関する研究会」 

    ２３日 繊維評価技術協議会 第１６１回総会 

    ２４日 全国中小企業団体中央会 第１９８回理事会 

    ２６日 繊維貿易会館 第１２６回理事会 

     〃  シルクセンター国際貿易観光会館 理事会 
４月 ６日 日本絹業協会 純国産絹マーク審査委員会 

８日 大日本蚕糸会 蚕糸技術研究所平成２１年度研究業務実績報告会 

    １３日 当会 正副会長・正副理事長会議 

 〃  大日本蚕糸会 第１回蚕糸褒賞等選考委員会 

  １４日 日本生糸問屋協会 蚕糸絹業情勢情報交換会 

 

今後の会議予定 

☆ 第４０回繊維通商問題研究会 

４月２１日（水）１３時 於 繊維会館 

☆ 日本繊維倶楽部 第２８８回繊維午餐会 

４月２２日（木）１２時 於 ＫＫＲホテル東京 

☆ 日本繊維倶楽部 平成２２年度第１回理事会 

４月２２日（木）１４時 於 ＫＫＲホテル東京 

☆ 当会 公益法人改革検討委員会 第２回ワーキンググループ 
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４月２７日（火）１２時 於 日絹会館 

☆ 当会 連合会監査会 

５月１１日（火）１１時 於 日絹会館 

☆ 繊維評価技術協議会 監査会 

５月１１日（火）１５時 於 滋賀ビル 

☆ 当会 工業会監査会 

    ５月１２日（水）１１時 於 日絹会館 

☆ 当会 正副会長・正副理事長会議 

５月２４日（月）１６時 於 日絹会館 

☆ 当会 工業会・連合会 定時総会 

５月２５日（火）１１時３０分 於 ホテル グランドパレス 

 

 

イベント 

☆ 第５４回新作博多織展 

  ４月１６日（金）～２８日（水）１０時～１７時 

  会場：全国伝統的工芸品センター 

 

☆ ＪＦＷ ＪＣ ２０１１Ｓ/Ｓ展 

 ４月２１日（水）～２３日（金）１０時～１８時 

  会場：東京ビッグサイト 

 

☆ ＹＯＮＥＺＡＷＡ ＴＥＸＴＩＬＥ ＣＯＬＬＥＣＴＩＯＮ 

 ４月２１日（水）～２２日（木）９時３０分～１８時(２１日は１３時から) 

  会場：青山テピア 

 


